
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 



◎ 中津川市市民憲章 

わたくしたち中津川市民は 

      誇りをもって自分の仕事にはげみましょう。 

      楽しい家庭、あかるい職場を育てましょう。 

      きまりを守り、住みよい社会にいたしましょう。 

      文化を育て、豊かな郷土をつくりましょう。 

      自然を愛し、美しいまちを築きましょう。 

（昭和４１年３月制定） 

 

◎  中津川市の沿革 

中津川市は、江戸時代尾張藩に属し、代官によって治められていましたが、明治

２年１２月笠松県に属し、明治４年１１月岐阜県に属することとなり、明治２２年

４月１日町村制施行に伴い、中津川村が中津川町となり、明治３０年４月１日には

手賀野村、駒場村を合併して中津町と改称しました。 

 その後、昭和２６年４月１日恵那郡苗木町と合併して、中津川町となり、翌昭和

２７年４月１日岐阜県で６番目の市政を施行し、東濃東部の政治、経済、文化及び

交通の中心地としての中津川市が誕生しました。 

 昭和２９年７月１０日に恵那郡坂本村を、昭和３１年９月３０日には同郡落合村

を、さらに、昭和３２年１１月１日には同郡阿木村をそれぞれ合併し、昭和３３年

１０月１５日には長野県西筑摩郡神坂村を合併しました。 

平成１７年２月１３日には、平成の大合併では全国唯一となる長野県木曽郡山口

村との越県合併を始め、恵那郡坂下町、同郡川上村、同郡加子母村、同郡付知町、

同郡福岡町及び同郡蛭川村の計７町村を合併して新しい中津川市が誕生しました。 

 

        

                     

 

市の木（指定昭和４９年１月５日）   市の花（指定昭和４６年９月１日） 

    こうやまき             サラサドウダン 



１．　市の概要

　９８８ 人
（２．６％）

　４０，０９３ 人
（１００％）

　３８，３８３ 人
（１００％）

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

３６，３７２人

３７，６７４人

７４，０４６人

３１，８０６世帯

第三次産業 分類不能 計

３７，４１４人

３９，１５６人

都市の形態

東西　２８ｋｍ　　南北　４９ｋｍ

田園工業都市

令 和 ２ 年 国 勢 調 査

　１，２０７ 人
（３％）

２９，６９０世帯

特別職等
の氏名

市 長

教 育 長

副市長

　２０，２２０ 人
（５２．７％）

岩 久 義 和

市長部局　　　　　 　　　　　５１８名

教育委員会部局　　　　　　１７１名
職員
数の
内訳

小 栗 仁 志

今 井 亨

特別職等
の報酬

市 長 ９０３，０００円

副 市 長 ７８４，０００円

教 育 長 ６５８，０００円

　１５，８６０ 人
（３９.６％）

　１５，３７５ 人
（４０％）

平成２７年
国勢調査

　２，１５３ 人
（５．４％）

令和２年
国勢調査

　１，８００ 人
（４．７％）

市制施行

人
　
　
口

男

女

計 ７６，５７０人

昭和27年4月1日

６７６．４５ ㎢

可 知 誠

公平委員会部局　　　　　　　　１名

消　防　機　関　　　 　　    １１８名　　

面　　積

　２０，８７３ 人
（５２％）

世帯数

議会事務局　　　　　　　　　　　５名

第二次産業

職　員　数　　１，２５０名　（定　数　１，７３２名）

病院（含む老健）　　　　　　４３０名

監査委員事務局　　　　　　　　２名

農業委員会事務局　　　　　 　４名選挙管理委員会部局　　　　　１名

産業別人口 第一次産業

　
－　１　－



故

故

故

　１人　　　年額　　上限　８０，０００円／２泊３日

　１人　　　年額　　   〃　５０，０００円／１泊２日

前 田 青 邨 画 伯

間 孔 太 郎 氏

間 四 郎 氏

昭和４６年　３月　８日 　元市長、地方自治の振興に貢献

昭和３０年　３月１９日

氏　　　　　　　　　名 推 挙 年 月 日 適　　　　　　　　　　　　　　要

１　年

　　４年　（慣例により任期は決まっていない。）

議 員 の 任 期 　　令和５年４月３０日から令和９年４月２９日

議　員　定　数

１　年

（平成１９年一般選挙）

（平成１１年一般選挙）

議会運営委員会委員任期

　平成２５年　５月１６日　改正

常任委員会委員任期

２４人→２１人 （平成２７年一般選挙）

正 副 議 長 任 期

３０人→２４人

　平成１８年  ９月２７日　改正

（昭和５８年一般選挙）

　平成  ９年  ３月   ６日　改正

随 行 職 員 の 措 置

３０人→２８人

常任・議運委

　昭和５７年１２月１４日　改正

２８人→２６人

現員数　２１人　

執行部及び事務局各１人旅費支給

特別委員会

条例定数　２１人　

執行部、事務局各１人、運転手旅費支給

２２７，５７０千円議　会　予　算　　　　令　和　６　年　度

　１人　　　年額　　上限　８０，０００円／２泊３日

期末手当

議会運営委員会

海　 外　 研　 修

常 任 委 員 会

　 平成１１年度から凍結

研修旅費
特 別 委 員 会

４４１，０００円

議　　　員 ３７６，０００円

計　４．３５か月

平成２１年度から廃止

６月２．１７５か月、１２月２．１７５か月

平成１７年　９月　１日 　学術、産業の発展に寄与、文化勲章受章者

昭和４６年　３月　８日 　実業家、産業振興に貢献

３９８，０００円副　 議　 長

２，　議会の概要

名
誉
市
民

議　　　長

　日本画家、文化勲章受賞者

報
酬
・
費
用
弁
償
等

費 用 弁 償

　１人　　　年額　　　　　１２０，０００円政務活動費 会　 派　 単　 位

末 松 安 晴 氏

（平成２３年一般選挙）　平成２０年１２月２２日　改正

　平成１６年  ３月２３日　改正(山口村) 　　１人

（平成１５年一般選挙）２６人→２２人

　平成１６年  ７月２３日　改正(恵北6町村)
（平成１７年２月２７日増員選挙）

３５人→３０人

→３５人
　１２人

　平成１４年  ９月２４日　改正

－ ２ －



同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

農林部、商工観光部、リニア都市政策部、建設部、環境水道部及び
農業委員会の所管に関する事項（予算決算委員会が所管する事項
は除く。）

文 教 民 生
委 　員　 会

定 数 現員 所　　　　　　　管　　　　　　　事　　　　　　　項

総 務 企 画
委 　員 　会 7 7

市長公室、政策推進部、総務部、定住推進部、消防本部、会計課、
選挙管理委員会、公平委員会、固定資産評価審査委員会及び監査
委員の所管に属する事項(予算決算委員会が所管する事項は除
く。)並びに他の常任委員会の所管に属さない事項

予 算 決 算
委 　員 　会 21 21 予算議案及び決算議案に関する事項

計 42 42 １議員２常任委員会とする。

常
任
委
員
会
の
所
管

委 員 会 名

7 7
市民福祉部、文化スポーツ部、教育委員会及び総合病院中津川市
民病院の所管に属する事項（予算決算委員会が所管する事項は除
く。）

産 業 建 設
委   員   会 7 7

委　　員　　会　　名 定 数 現 員 所　　　　　　　管　　　　　　　事　　　　　　　項

議 会 運 営 委 員 会

7 7
　議会の運営に関する事項、議会の会議規則、
　委員会に関する条例等に関する事項、議長の
　諮間に関する事項

委
員
の
選
出
基
準

会派人員 ２～４ １名

５～７ ２名

　８～１０ ３名

１１～１３ ４名 

１４～１６ ５名

  １７～ ６名

１４～１６ ５名

  １７～　 ６名

交 渉 団 体 会 派

代
表
者
選
出
基
準

２～４ １名

５～７ ２名

　８～１０ ３名

１１～１３ ４名　

－ ３ －



年　　　　齢

人　　　　数

議会改革
特別委員会 7 7

平成２１年５月１９日設置

委　員　会　名 定　数 現　員 所　　　　　　　管　　　　　　　事　　　　　　　項

リニア中央新幹線
対策特別委員会 7 7

リニア中央新幹線新駅及び同車両基地の周辺整備
並びに地域高規格道路建設促進に関する調査研究

　
（平成２４年５月２３日名称、調査項目変更）

昭和６２年９月２４日設置

 議会改革に関する調査研究

　　年　　齢　　別　　議　　員　　数　　（　平　均　年　齢　６２．５才　）

３５～４０ ４1～４５ ４６～５０ ５１～５５ ５６～６０ ６１～６５ ６６～７０ ７１～７５

 公立病院等の運営体制及び地域医療対策に関する
 調査研究77

特
別
委
員
会
の
所
管

病院・医療等対策
特別委員会

平成２８年６月１日設置

７６以上 計

1 1 0 4 1 7 1 3 21人

会
派
別
構
成
状
況

無会派

中津川９の会

市民ネット

3

公　明　党 

日 本 共 産 党

計

中津川自民クラブ １１人

党
派
別
構
成

日本共産党

２人

市民クラブ ２人

市議会公明党

事
務
局

職　　　員
条例定数

８人

現員数 ５人

２人

２人

地域コネクト

２人

１人

１人
無　所　属 １７人

計 ２１人

事務局長‐１人
事務局次長（兼）議会総務課長‐１人

２１人

課長補佐（兼）

総務係長（兼）議事調査係長
総務係
議事調査係

‐1人
‐1人
‐1人

１人

１人

－ ４ －



発言回数の制限 発言時間の制限 質疑方法

有り（２回） 無　し 一括又は各議案毎

無　し 発言人員制限 無　し

　一括質問と一問一答の選択性

　４０分以内（答弁含まず）

　すべて質問席

議
会
報

公開・非公開

名 称

議案
質疑

発 行 回 数 及 部 数

委

員

会

委員長報告

発言時間

発言方法

発言時間

発言方法

一括質問

予　　　  算 　本会議にて予算決算委員会へ付託

一

般

質

問

請願
陳情

意

見

書

提  出  期  限

人 事 議 案

その他議案

通告制の有無

議案
審議

代表質問制の有無

質 問 の 時 期

発  言  順  序

関連質問の有無

質 問 の 形 態

一問一答

決　　　  算

　本会議にて即決

　本会議にて各常任委員会へ付託

通告制度の有無

無　し

  本会議にて予算決算委員会に付託

　有り（定例会初日の翌日正午締切）

　初日から概ね８日後（２～３日間を予定）

　委員会にて委員長一任、報告文書委員長作成

　多数会派からの輪番制（会派内の順序は会派で決定）

　無　し

　定例会初日の概ね６日前正午に締め切る

　当初質問　　　４０分以内　　・　　再質問　　　１０分以内

　１日１常任委員会

　定例会最終の議会運営委員会開催日の前日

　傍聴は委員長の許可、原則として公開
　平成１２年６月から第２委員会室におけるモニター傍聴方式を
　実施している。

情報
公開

 平成２１年９月定例会より、本会議のインターネット中継（ライブ・録画）を開始。
 平成２７年５月より、常任・特別委員会のインターネット中継（ライブ・録画）を開始。
 令和元年５月臨時会より、本会議・委員会録画映像のスマホ・タブレット閲覧に対応開始。

審  議  方 法

　すべて質問席

　①　提　　案（会派）→議会運営委員会→各会派で検討→議会運営委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　各関係機関提出←本会議提出（最終日）←（全会派一致）　←
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑
　②　提　　案（委員会）→　→議会運営委員会　→

　定例会初日に所管委員会へ付託

　年４回・約２７，３００部

平成３０年１月タブレット端末貸与（ペーパーレス化）

開 催 方 法

　市議会だよりなかつがわ

　Ａ４判　・　原則２０ページ（一般質問を含む）

予　　備　　日

判 型 及 び ペ ー ジ 数

配 布 対 象 ・ 方 法

議

会

運

営

　市内全世帯 （５高等学校）　・　各区長会を通じて配布

－ ５ －



　　（単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

45,140,000 52.5 41,260,000 51.1 3,880,000 9.4

18,554,137 21.6 17,877,949 22.1 676,188 3.8

8,166,007 9.5 7,684,308 9.5 481,699 6.3

事　　業　　勘　　定 7,847,678 9.1 7,369,179 9.1 478,499 6.5

直営診療施設勘定 318,329 0.4 315,129 0.4 3,200 1.0

18,894 0.0 20,955 0.0 △2,061 △9.8

8,993,915 10.5 8,889,283 11.0 104,632 1.2

1,375,321 1.6 1,283,403 1.6 91,918 7.2

22,310,010 25.9 21,674,563 26.8 635,447 2.9

4,413,246 5.1 4,268,973 5.3 144,273 3.4

5,721,958 6.6 5,663,392.0 7.0 58,566 1.0

12,174,806 14.2 11,742,198 14.5 432,608 3.7

86,004,147 100.0 80,812,512 100.0 5,191,635 6.4

　１　会計別予算規模一覧表

国 民 健 康 保険 事業 会計

比　　較
会　　計　　区　　分

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計

令和6年度

計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

企　　業　　会　　計

介 護 保 険 事 業 会 計

後期高齢者医療事業会計

病 院 事 業 会 計

　資料編

令和5年度

駅 前 駐 車 場 事 業 会 計



予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 市 税 9,934,568 22.0 9,974,466 24.2 △39,898 △0.4

2 地 方 譲 与 税 570,000 1.3 474,000 1.2 96,000 20.3

3 利 子 割 交 付 金 3,000 0.0 5,000 0.0 △2,000 △40.0

4 配 当 割 交 付 金 58,000 0.1 42,000 0.1 16,000 38.1

5 株式等譲渡所得割交付金 111,000 0.3 12,000 0.0 99,000 825.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 182,000 0.4 114,000 0.3 68,000 59.6

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,920,000 4.3 1,616,000 3.9 304,000 18.8

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 42,000 0.1 44,000 0.1 △2,000 △4.5

9 環 境 性 能 割 交 付 金 77,000 0.2 85,000 0.2 △8,000 △9.4

10 地 方 特 例 交 付 金 360,000 0.8 58,000 0.1 302,000 520.7

11 地 方 交 付 税 11,240,000 24.9 11,066,000 26.8 174,000 1.6

12 交通安全対策特別交付金 4,433 0.0 4,593 0.0 △160 △3.5

13 分 担 金 及 び 負 担 金 266,166 0.6 274,075 0.7 △7,909 △2.9

14 使 用 料 及 び 手 数 料 608,347 1.4 616,974 1.5 △8,627 △1.4

15 国 庫 支 出 金 5,475,523 12.1 5,083,709 12.3 391,814 7.7

16 県 支 出 金 4,389,140 9.7 2,821,796 6.8 1,567,344 55.5

17 財 産 収 入 202,484 0.5 218,050 0.5 △15,566 △7.1

18 寄 附 金 1,310,262 2.9 1,005,063 2.4 305,199 30.4

19 繰 入 金 3,257,956 7.2 2,991,364 7.3 266,592 8.9

　うち財政調整基金繰入金 2,124,000 4.7 2,000,000 4.9 124,000 6.2

20 繰 越 金 300,000 0.7 300,000 0.7 0 0.0

21 諸 収 入 1,337,813 3.0 1,380,410 3.4 △42,597 △3.1

22 市 債 3,490,308 7.7 3,073,500 7.5 416,808 13.6

　うち臨時財政対策債 76,008 0.2 210,800 0.5 △134,792 △63.9

45,140,000 100.0 41,260,000 100.0 3,880,000 9.4

※市債欄の（　）書きは、臨時財政対策債の額

　2　 一般会計総括表（歳入）

歳　　入　　合　　計

令和6年度 令和5年度 比　　較
区　　　分

（単位：千円，％）

自主財源
38.1%依存財源

61.9%

市の税金

22.0%

基金等の

繰入金

7.2% 分担金・

負担金

0.6%

使用料・

手数料

1.4%

財産収

入など

6.9%
地方譲与

税など

7.5%

地方交付税

24.9%

国庫支出金

12.1%

県支出金

9.7%

借金（市債）

7.7%



　　（単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 227,570 0.5 227,832 0.6 △262 △0.1

2 総 務 費 4,688,946 10.4 4,022,757 9.7 666,189 16.6

3 民 生 費 12,862,853 28.5 12,043,699 29.2 819,154 6.8

4 衛 生 費 5,202,909 11.5 5,254,366 12.7 △51,457 △1.0

5 労 働 費 63,023 0.1 59,182 0.1 3,841 6.5

6 農 林 費 3,321,741 7.4 1,996,024 4.8 1,325,717 66.4

7 商 工 費 1,091,028 2.4 1,315,120 3.2 △224,092 △17.0

8 土 木 費 6,661,804 14.8 6,548,892 15.9 112,912 1.7

9 消 防 費 1,667,157 3.7 1,475,159 3.6 191,998 13.0

10 教 育 費 5,209,795 11.5 4,062,304 9.8 1,147,491 28.2

11 災 害 復 旧 費 73,354 0.2 122,255 0.3 △48,901 △40.0

12 公 債 費 4,049,819 9.0 4,112,409 10.0 △62,590 △1.5

13 諸 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14 予 備 費 20,000 0.0 20,000 0.1 0 0.0

45,140,000 100.0 41,260,000 100.0 3,880,000 9.4

　３　一般会計総括表（目的別歳出）

歳　　出　　合　　計

令和6年度 令和5年度 比　　較
区　　　分

議会費

0.5％ 総務費

10.4％

民生費

28.5％

衛生費

11.5％
労働費

0.1％

農林費

7.4％

商工費

2.4％

土木費

14.8％

消防費

3.7％

教育費

11.5％

公債費

9.0％

その他

0.2％



　　（単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

8,223,374 18.2 7,674,250 18.6 549,124 7.2 

6,561,534 14.5 5,845,162 14.2 716,372 12.3 

4,049,819 9.0 4,112,409 10.0 △62,590 △1.5 

18,834,727 41.7 17,631,821 42.8 1,202,906 6.8 

9,544,153 21.1 7,165,959 17.3 2,378,194 33.2 

補　　助 5,323,709 11.8 4,049,529 9.8 1,274,180 31.5 

単　　独 4,220,444 9.3 3,116,430 7.5 1,104,014 35.4 

73,354 0.2 122,255 0.3 △48,901 △40.0 

9,617,507 21.3 7,288,214 17.6 2,329,293 32.0 

6,720,126 14.9 6,069,814 14.7 650,312 10.7 

634,136 1.4 639,219 1.5 △5,083 △0.8 

4,773,117 10.6 4,818,140 11.7 △45,023 △0.9 

121,080 0.3 335,054 0.8 △213,974 △63.9 

1,167,891 2.6 1,269,765 3.1 △101,874 △8.0 

3,251,416 7.2 3,187,973 7.7 63,443 2.0 

20,000 0.0 20,000 0.1 0 0.0 

16,687,766 37.0 16,339,965 39.6 347,801 2.1 

45,140,000 100.0 41,260,000 100.0 3,880,000 9.4 

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 費

小　　　　　計

そ
　
の
　
他

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

小　　　　　計

歳　　出　　合　　計

　４　一般会計総括表（性質別歳出）

　性　質　区　分
令和6年度 令和5年度 比　　較

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　計

義務的経費

41.7%

投資的経費

21.3%

その他

37.0%

人件費

18.2%

扶助費

14.5%

公債費

9.0%

普通建設事業費

21.1%

災害復旧費

0.2%

物件費

14.9%

維持補修費

1.4%

補助費等

10.6%

積立金

0.3%

投資・出資金・貸付

金

2.6%
繰出金

7.2%
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